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「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術の概要（製品概要）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパーは、ダイス(金属環)の
内径より少し太いロッド(金属棒)をダイスにはめ込
むことで生じる締付け力を利用した摩擦型の制震ダ
ンパーである。
ダイス・ロッド式摩擦ダンパー(以下、DRF-DP)の減
衰機構は、ダイス(環)とロッド(芯棒)との金属同士の
摩擦抵抗である。ダイス内径より少し太いロッドをダ
イスにはめ込むことで、ロッドの外周に締付け力が
生じる仕組みを利用している。ダイスが内筒側、ロッ
ドが外筒側に固定されており、ロッドに軸力が作用
するとダイスとロッドの接触面に摩擦力が発生す
る。
DRF-DPは、最大静止摩擦力に達するまでは摺動
せず、固定部材(サイドブロック)として機能する。最
大静止摩擦力に達すると一定の摩擦力を保持しな
がらダイスがロッド上を摺動し、完全剛塑性に近い
履歴特性を有する減衰部材として機能する。最大
振幅に達すると、ロッド先端に設けた抜止めナット
がダイスに接触(衝突)し、ダイスがロッドから抜け切
るのを防止することで、固定状態となる。

完全剛塑性に近い履歴特性を生かし、固定支点と
してレベル１地震時に設計上必要な水平反力を確
保できる製品を選定することにより、レベル1地震動
に対しては静止摩擦力により支承部を固定するサ
イドブロックの役割を果たし、レベル2地震動に対し
ては動摩擦力を上限として上部構造の慣性力を頭
打ちにし、摩擦型減衰により制震効果を発揮するこ
とができる。

橋梁用ブレーキダンパーは、摩擦型のダンパーで
あり、摩擦材とステンレス板との間で生じる摩擦摺
動により振動エネルギーを摩擦熱に変換・発散して
振動を抑制する。摩擦面の垂直抗力は高力ボルト
により発生させるが、皿ばねを挟むことで安定した
摩擦力を得られる。
ブレーキダンパーは下左図に示す基本構成をも
つ。鋼材Ａに固定された摩擦材と鋼材Ｂに固定され
た滑り板が摺動することにより、摩擦熱を発生して
振動エネルギーが熱エネルギーに変換される仕組
みである。摩擦面垂直抗力は面圧ボルトを締め付
けることで発生させるが、皿バネを介することでその
垂直抗力を安定化させている。鋼材Ｂ及び滑り板に
は長孔を設けることで摺動時に面圧ボルトが当たら
ないようにしている。摩擦材は自動車のブレーキに
用いられるものを橋梁用に改造したものであり、フェ
ノール樹脂を原料とする。必要により下右図に示す
ように摩擦面を多くすることも可能である。

ブレーキダンパーの減衰力は、摩擦係数面圧ボル
ト軸力、摩擦面数および皿バネボルトセットの個数
の積により計算できる（下図参照）。したがって、皿
バネボルトセットの個数および摩擦面数を調整する
ことで、必要とする減衰力を得ることができる。

摩擦力を適切に設計することにより、例えば、常時
やレベル1地震時の外力に対しては固定として挙動
させる一方、レベル2地震時に対しては摩擦摺動を
発生させ、振動エネルギーを摩擦熱へ変換し気中
へ発散させることで減衰効果を得ることができる。

技術名称

副　題

申請会社

NETIS登録
NETIS登録状況

登録情報等

表 製品ラインナップ 規格荷重と最大振幅および全⾧、全重量

外観パース
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

橋を構成する部材の一部として使用することがで
き、かつ減衰性能を有する技術

橋を構成する部材の一部として使用することがで
き、かつ減衰性能を有する技術

1)部材の種別

2)具体的な適
用想定箇所

支承部 【トラスタイプ】
上部構造：トラス橋等の斜材
下部構造：ラーメン橋脚のブレース
　　　　　　　ラーメン高架橋のブレース・頬杖
【桁端タイプ】
　支承部

3)使用実績資
料

有り 有り

部材として
の抵抗力の
種類

抵抗力の作
用方向（図
示）

1)剛性抵抗力
の方向
2)減衰抵抗力
の方向

凡例：
〇：意図する方向
の抵抗力
△：意図しない方
向の抵抗力
（剛性抵抗力のみ

識別）

×：抵抗力は
発生しない

1),2)

※”△”はピンのMy方向回転角度(±15°)およびMz
方向回転角度(±15°)を超過した場合に発生が想
定される方向を示す。

【トラスタイプ】

【桁端タイプ】

※M xが±10°、M yが±5°を超えるまでは剛性抵

抗を発揮しない。なお、角度の上限値は調整可能。

技術の分類

部材種別

技術の分類

技術基本情報

上部構造 下部構造 支承部
上部構造 下部構造 支承部

【トラスタイプ】

【桁端タイプ】：
上部構造 下部構造 支承部

方向 F x F y F z M x M y M z

剛性抵抗 ○ △ △ △ △ △

減衰抵抗 ○ × × × × ×

方向 F x F y F z M x M y M z

剛性抵抗 ○ × △※ △※ △※ ×

減衰抵抗 ○ × × × × ×

※

減

作用力の方向の図示

 

取付け部 取付け部

本技術※

減  Fx Mx Fy My Fz Mz 

剛性抵抗力 ○ × △ △ △ △ 

減衰抵抗力 ○ × × × × × 
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

部材として
の抵抗力の
種類

・ダンパーの両端はボールジョイントによるピン接合
とし，軸方向(X軸)を起点として全方向に回転可能な
仕様とする。
・ピン部には隙間を設けることにより、My方向許容
回転角±15°およびMz方向許容回転角±15°を
確保している。なおこれ以上の回転角が生じない範
囲での適用を使用条件としている。

【トラスタイプ】
なし
【桁端タイプ】
両端にはM z方向を可動とするクレビスを備えてい

る。さらに、1山クレビスとクレビスピンは、球面軸受
けを介して取付けられているため、M x方向（±

10°）及びM y方向（±5°）の可動域を有する。両

端においてM y方向及びM z方向に可動である範囲

においては、せん断力(F y，F z)は生じない。なお、

球面軸受けの可動範囲は調整可能である。

抵抗力の方向を制御する部
品

技術基本情報
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

摩擦型 摩擦型

新設／既設耐
震補強

無し（新橋への取付けに加え既設橋への後付けも
可能）

無し（新橋への取付けに加え既設橋への後付けも
可能）

制約理由
理由： 理由：

有無 無し 無し

付加機能の概
要

付加機能の概要： 付加機能の概要：

有り 有り

ダイス(環)とロッド(芯棒)との金属同士の摩擦抵抗
によって生じる摺動の際の摩擦熱により、地震時の
振動エネルギーを消費する。

摩擦材とステンレス板との間で生じる摩擦摺動によ
り振動エネルギーを摩擦熱に変換・発散して地震時
の振動エネルギーを消費する。

制震原理（減衰機構）

1)
a)製品ラインナップ
・規格値PD：200kN～1,200kN
・最大振幅S：±100mm～±300mm
・規格値は50kN刻み、最大振幅は50mm刻みで中
間サイズも製作可能

b)代表諸元
・規格値PD：650kN，最大振幅S：±200mm
・取付面の形状：正方形(H1=295×295mm)
・ダンパー部の形状：円筒(H2=φ203mm)
・全長：B1=1,622mm(中立時)
・ピン節点間距離：B2=1,458mm(中立時)
・取付ボルト：4×M33(強度区分8.8以上)
・全重量：386㎏

2)
・前図(作用力の方向の図示)を参照。
・本技術とその両端の取付け部を接合するボルト
は、本技術に含まない。

1),2)
【トラスタイプ】※単品生産

【桁端タイプ】※単品生産

技術基本情報 技術の概要

1)標準的形
状・寸法・重量
2)本技術の対
象範囲

①減衰機構の区別

③-1)適用
上の制約

③-2)付加
機能の有無

カタログ等参考資料

②標準的な
形状・寸法・
重量（図示）

技術基本情報

減衰力 スト 断面 本体部 本体部

ローク 長さ 重量

(kN) (mm) (mm) (mm) (kg)
2,200 ±60 H438×410×19×19 1,440 725
2,800 ±40 H466×450×28×32 1,470 1,099
5,800 ±95 H464×500×32×32 2,605 2,076
9,800 ±95 H562×660×65×36 3,780 4,787

※本表は例であり，ダンパー設置橋梁に合わせて設計

減衰力 スト 断面最大寸法 本体部 本体部

ローク 水平×鉛直 長さ 重量

(kN) (mm) (mm) (mm) (kg)
120 ±30 230×190 800 73
800 ±140 380×320 2,400 523

1,100 ±500 505×392 3,360 1,410
1,500 ±300 590×450 3,315 2,100
2,500 ±80 470×560 3,050 2,205

※本表は例であり，ダンパー設置橋梁に合わせて設計

製品ラインナップ(規格荷重と最大振幅および全⾧、全重量)

代表諸元(650kN, ±200mm)の形状・寸法図

[単位：mm]

最大振幅
S 

寸法と重量 
摩擦抵抗力の規格値 PD 

200kN 400kN 600kN 800kN 1,000kN 1,200kN 

±100mm 
全長 mm 929 1,049 1,184 1,322 1,402 1,482 

ピン間距離 mm 837 933 1,044 1,158 1,222 1,286 

全重量 kg 83 147 236 343 465 591 

±200mm 
全長 mm 1,199 1,329 1,482 1,587 1,702 1,782 
ピン間距離 mm 1,107 1,213 1,342 1,423 1,522 1,586 
全重量 kg 125 204 304 425 519 652 

±300mm  

全長 mm 1,564 1,627 1,757 1,867 1,975 2,072 
ピン間距離 mm 1,392  1,511  1,617  1,703  1,795  1,876 
全重量 kg 190 276 396 516 610 768 
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

①適用可能な
最大振幅量

減衰の方向：Fx方向
最大振幅S：±250mm（代表諸元）

減衰の方向：Fx方向
最大振幅量：制限なし
※最大振幅量は適用対象に合わせて設計（単品生
産）するため、制限はない。

②適用可能な
可動速度

減衰の方向：Fx方向
可動速度：1,650mm/sec以下
（代表諸元について試験で確認した実績範囲）

減衰の方向：Fx方向
可動速度　：制限なし
※構造上、速度によって可動／不可動が変わるこ
とはない。なお、静的～1880mm/secの範囲は実験
を実施している。

③その他の条
件

無し 無し

①外気温の範
囲

-20℃ ～ +50℃

　　　　　　　　　　　　　 　無し
※摩擦熱により摩擦面温度は100℃を超えるため、
通常外気温の範囲においては外気温が影響するこ
とはない。なお、-20℃での載荷試験を実施してお
り，影響がないことを確認している。

対応可 対応可

ダンパーへの積雪がある場合は、本製品に雪が堆
積しないためのカバー等の別途対策が必要。

ダンパーへの積雪がある場合は、本製品に雪が堆
積しないためのカバー等の別途対策が必要。

対応可 対応可

付帯条件無し

劣悪な塩害環境においては、本製品に直接塩分が
付着しないためのカバー等の別途対策が必要。
また、耐用年数についても、立地に即して適宜判断
が必要。

④対応可能な
地形条件

⑤その他の特
殊環境条件へ
の適用性特筆
事項

土中、水中へは適用不可。 土中、水中へは適用不可。

無し 有り

1)参考価格
460万円／基（税抜き） 価格例：200～500万円（500kN、±100mmの場合）

（税抜き）

2)価格条件
規格値650kN，最大振幅±200mm製品の製作数2
基の実績（製品検査代を含む。）

単品生産のため、抵抗力やストロークのほか、数
量、カバーのグレード、その他の要求性能などによ
り変動する。

1)標準納期
6ｹ月 6ｹ月

2)納期条件
材料手配・加工：3，荷重調整・塗装/組立：2，検査:1 材料手配期間含む受注後の期間を示す。

無し 無し

標準納期

カタログ等参考資料

②積雪地域へ
の対応可否
1)対応可否
2)付帯条件

③塩害地域へ
の対応可否
1)対応可否
2)付帯条件

経済性

技術基本情報

性能保証条
件

適用条件

環境条件

カタログ等参考資料

製品の参考
価格

陸上 河川上 海上 陸上 河川上 海上
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

情報の提示内
容

規格値PD：550kN、最大振幅S：±250mmの製品の
場合

桁端タイプ　規格減衰力200kN，設計ストローク±
50mmの場合

・正側：（引張側）

・負側：（圧縮側）

基本性
能情報

A-1

耐荷性能に
関する情報
（橋を構成す
る部材として
の静的耐荷
力特性）

①意図する
方向の抵抗
力に関する
情報

①

　
　　※引張側を例示するが、圧縮側も同様
　　※設計ストロークを超える範囲の挙動は未確
　　　認。抵抗力が増大したのち、面圧ボルトの
　　　破断（引張時）、フレーム部の座屈　（圧
　　　縮時）などが想定される。

②③上図中の赤塗りの領域は、出荷時に行う抵抗
力値の管理値（最大値、最小値）を示す。
　管理値は以下の通り。
　　抵抗力の管理値：規格減衰力±10%
　　抵抗力最大値の設計値：規格減衰力+15%
（上記規格減衰力の管理値をもとに、当該製品の取
付け部の設計において推奨する設計減衰力）
　　摺動開始変位：0～設計値
　　　　　　　　　　（例では設計値=8mm）
　　最大ストローク：設計ストローク以上
                     （例では設計ストローク=50mm）

1)解析に用い
る耐荷力特性
の力学モデル
①力学モデル
②本技術の特
性値の分布
③力学モデル
と特性値の分
布との関係

変位ʷ抵抗力曲線の定義の図示例

※表中の”s”は、最大振幅点の変位量を示す。
※特性値欄の説明
・全て力学モデルの抵抗力値に対する比
（％）として記載した。（かっこ）内はそ
の実値を示す。
・「最大、最小」は、製品規格として設定
した抵抗力の上限値と下限値を示す。
（力学モデルの抵抗力値は、製品の規格値PDに設定。
製品は、当該規格値PD(550kN)に対し、100%～
120%(550kN～660kN)、平均値110％（605ｋＮ程度）の
性能（特性値）を製品検査により確保。）
・「平均、標準偏差」は、3)項に示す製品本
体の試験結果より得られた抵抗力の平均値、
標準偏差を示す。
・試験結果による「最大、最小」は省略し
た。
※変動係数＝標準偏差/平均値

＝4.4%/111%＝0.04

変

化

点 

力学モデル 特性値 
変化点の定義 変位量 

[mm] 
抵抗力値 

[kN] 
発生し得る抵抗力の 

ばらつき量 

1 1.0 
PD 

（550） 最大：+20％（660kN） 
最小：0％  （550kN） 
平均：+11％（612.9kN） 
標準偏差：4.4%（26.9kN） 
変動係数：0.04 

摺動開始点（固定→減衰） 

2 
0.8＊S 
（200） 

PD 
（550） 

許容振幅点（最大振幅の 80％） 

3 
S 

（250） 
PD 

（550） 
最大振幅点（ダイスが抜止めナッ

トに接触し、減衰→固定） 

4 
S＋1.0 
（251） 

2＊PD 
（1,100） 

根拠資料無し 
鋼材部降伏点（内筒鋼材の引張降

伏） 

5 － 
3＊PD 

（1,650） 
根拠資料無し 

最大抵抗力点（抜止めナットねじ

部のせん断破壊） 

6 － 0 根拠資料無し 
破壊点（ダイスがロッドから抜け

切った時点で、抵抗力ゼロ） 

変

化

点 

力学モデル 特性値 
変化点の定義 変位量 

[mm] 
抵抗力値 

[kN] 
発生し得る抵抗力の 

ばらつき量 

1 1.0 
PD 

（550） 最大：+20％（660kN） 
最小：0％  （550kN） 
平均：+11％（612.9kN） 
標準偏差：4.4%（26.9kN） 
変動係数：0.04 

摺動開始点（固定→減衰） 

2 
0.8＊S 
（200） 

PD 
（550） 

許容振幅点（最大振幅の 80％） 

3 
S 

（250） 
PD 

（550） 
最大振幅点（内筒鋼材がロッドベ

ースに接触し、減衰→固定） 

4 
S＋1.0 
（251） 

2＊PD 
（1,100） 

根拠資料無し 
鋼材部降伏点（内筒鋼材の圧縮降

伏） 

5 － 
3＊PD 

（1,650） 
根拠資料無し 

最大抵抗力点（内筒鋼材の局部座

屈） 

6 － 0 根拠資料無し 
破壊点（局部座屈が進展し、耐力

低下） 
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

2)モデル設定
の考え方

・摺動開始点の変位は、試験体11基の平均値
(0.76mm)の小数点以下を切上げた値として設定。
・抵抗力値は、製品の規格値PDに設定。
・変化点3までは、完全弾塑性型バイリニアモデルと
して設定。

当該情報無し

※力学モデルの抵抗力は、Ｅ－１に提示の通り、履
歴吸収エネルギーが力学モデルと試験値とで等価
となるように設定しており、動的解析を標準とするこ
とから、静的な耐荷力特性に着目した提供はしてい
ない。（通常は、本力学モデルを設計で用いること
はないとの考え方による。）

3)特性値の根
拠
①根拠の種別
②根拠の対象
③根拠の内容
④根拠の母数
⑤根拠の条件
⑥モデル適用
条件

①製品ごとに面圧ボルトの締め具合により抵抗力
を調整
②摩擦ユニット（トラスタイプ）
　 製品本体（桁端タイプ）
③静的載荷試験
④全数検査
⑤載荷変位＝設計ストローク
⑥摺動速度が十分緩速の場合

4)特性値の分
布程度
①平均値
②標準偏差
③変動係数

・正側：（引張側）

・負側：（圧縮側）

抵抗力値は面圧ボルトの締め付け具合により如何
様にも調整が可能。製品に発生する実際の抵抗力
の分布は、この締め付け力管理により、1)に記載の
通り、規格減衰力±10％以内となる。

基本性
能情報

A-1

耐荷性能に
関する情報
（橋を構成す
る部材として
の静的耐荷
力特性）

①意図する
方向の抵抗
力に関する
情報

 
項目 変化点の定義 

① 根拠の種別 自社試験結果 

② 根拠の対象 製品本体 

③ 根拠の内容 静的正負交番載荷 

④ 根拠の母数 ・試験体数：11 体 

⑤ 根拠の条件 

・試験体仕様：規格値 PD:550kN、最大振幅 S:250mm の製品 
・試験体温度：24℃以下 
・入力波形：三角波（一定速度） 
・載荷速度：4.0mm/sec 
・載荷振幅：±200mm（最大振幅の 80％） 
・繰返し数：2 サイクル（2 サイクル目の抵抗力を評価） 
・抵抗力値の算出：2 サイクル目の履歴面積 W をダンパー滑り量

Σδで除した平均摩擦荷重 Pave（Pave＝W／Σδ） 

⑥ モデル適用条件 ・外気温：－20℃～＋50℃ 

変

化

点 

特性値 

変化点の定義 変位量 
[mm] 

抵抗力値 [kN] 

平均値 標準偏差 変動係数 

1 0.76 612.9 26.9 0.04 摺動開始点（固定→減衰） 

2 200 612.9 26.9 0.04 許容振幅点（最大振幅の 80％） 

3 250 612.9 26.9 0.04 最大振幅点（減衰→固定） 

4 － － － － 鋼材部降伏点（内筒鋼材の圧縮降伏） 

5 － － － － 最大抵抗力点（抜止めナットせん断破壊） 

6 － － － － 
破壊点（ダイスがロッドから抜け切った時

点で、抵抗力ゼロになる） 

 

変

化

点 

特性値 

変化点の定義 変位量 
[mm] 

抵抗力値 [kN] 

平均値 標準偏差 変動係数 

1 0.76 612.9 26.9 0.04 摺動開始点（固定→減衰） 

2 200 612.9 26.9 0.04 許容振幅点（最大振幅の 80％） 

3 250 612.9 26.9 0.04 最大振幅点（減衰→固定） 

4 － － － － 鋼材部降伏点（内筒鋼材の圧縮降伏） 

5 － － － － 最大抵抗力点（内筒鋼材の局部座屈） 

6 － － － － 破壊点（内筒鋼材の耐力低下） 
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

力学モデルを
定義する部材
としての範囲

【トラスタイプ】
長さ0のダンパー要素（ばね要素）としてモデル化す
ることを前提として、ダンパー摺動部をモデル化。
※フレーム部は斜材母材と同様の梁部材として別途モデル化す
る必要あり。

【桁端タイプ】
クレビスを含むダンパー本体部の両端
※取付部について、その変形を考慮する必要があれば、橋梁設
計者が別途モデル化する必要あり。

根拠資料 有り 有り

基本性
能情報

A-1

耐荷性能に
関する情報
（橋を構成す
る部材として
の静的耐荷
力特性）

①意図する
方向の抵抗
力に関する
情報

変位ʷ抵抗力曲線定義の際の変位の起点の図示例

(フレーム部)

(摺動部)
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

基本性
能情報

A-1

耐荷性能に
関する情報
（橋を構成す
る部材として
の静的耐荷
力特性）

②意図しな
い方向の抵
抗力に関す
る情報

1)意図しない
方向の抵抗力
の定量的評価
方法
2)当該抵抗力
に対する耐荷
力
3)意図しない
抵抗力が発生
する場合の剛
性抵抗を発揮
する方向の特
性値への影響
量
4)意図しない
抵抗力の発生
を極力抑える
ための方法

1)
My、Mz方向の許容回転角（±15°）を超えた回転
変位が発生すると抵抗力が発生するが、4)に記載
の対応により、基本的には当該抵抗力は発生しな
い。
2)　当該情報無し
3)
1)および4)の理由により意図する方向（Fx方向）の
剛性抵抗への影響は無い。

4)
両端部に球面軸受を有し、かつピン部には隙間を
設けることにより、Mx方向回転フリー、My方向およ
びMz方向許容回転角±15°を確保しており、かつ
これ以上の回転角が生じない範囲での適用を使用
条件としていることにより、全方向について意図しな
い抵抗力は発生しない。

【トラスタイプ】
1)
意図しない方向の抵抗力については、本製品の剛
性をモデルとして取り込んだ橋梁全体解析により評
価することができる。
2)
単品生産のため、発生力の提供を受け、都度フ
レーム部を設計することになり、所要の耐荷力を確
保すことが可能。
3)
フレーム内に斜材としてダンパー設置し、1/100の
面外変位を与えた状態において、フレームの面内
載荷試験を行った。その結果、面外変位が面内方
向の挙動に与える影響がほとんどないことを確認。
4)
無し。
【桁端タイプ】
1)～4)
クレビスに球面軸受けを用いることで、対応済み。
（意図しない抵抗力は発生しない）
※球面軸受けの許容回転角はM x方向：±10°、

M y方向：±5°が標準であるが、単品生産ゆえ調整

も可能。

51

別紙－１



テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

設計耐久期間として具体的な期間の表示は不可 ダンパーとしての耐久性検証が完了していないた
め、具体的な提示は不可。

2)経年の影
響に対し上
記設計耐久
期間におい
て動作およ
び所定の性
能が担保で
きるとする
根拠

①対象箇所
②耐久性項目
③道示Ⅰ
6.2(1)方法区
分
④構造仕様
⑤メンテナン
ス条件

有り 有り
有り 有り

1)設計耐久期間

3)根拠資料
4)使用実績資料

基本性
能情報

A-2
耐久性に関
する情報

対象箇所
耐久性
項目

方法
区分

構造仕様
メンテナンス

条件

摩擦材
材料
劣化

方法3
高耐久性を有するフェ

ノール樹脂を使用．
変状ない限り原則
不要

方法3
支承のすべり面などに用

いられるステンレス

SUS316を使用．

変状ない限り原則
不要

方法2
鳥糞などの予期せぬ外乱

に対して，簡易カバー

（フッ素樹脂製）を設置

変状ない限り原則
不要

皿ばね
皿ばね部ボ
ルト

防食性 方法2

フッ素樹脂コーティング
「タケコート・1000」（土
木研究センター建設技術
審査証明書第0430号）に

よる塗膜を施工．

変状ない限り原則
不要

皿ばね
材料
劣化

方法3

リラクセーションによる摩

擦面垂直抗力の低下を防

止するため，ばね用冷間圧

延鋼帯  SUP 10を使用．

変状ない限り原則
不要

フレーム部

分
防食性 方法2

通常の橋梁鋼部材と同等

以上の塗膜(C-5塗装)また

は溶融亜鉛めっき

（HDZ55）による防食．

仕様によりメンテナ
ンス橋梁鋼部材と
同様にメンテナンス

防食性滑り板

対象 
箇所 

耐久性

項目 

道示 I 
6.2(1) 
方法 
区分 

構造仕様 
メンテナンス 

条件 

ダンパー 
本体 

防食性 方法 2 外面塗装により防食性能を確保 
1 回/20 年 
塗替え 

減衰 
機構部 

防水性 方法 2 

減衰機構部(ダイス・ロッド)を肉厚鋼管

の内筒・外筒で覆い，下図(a)～(c)に示す

防水処理を施すことで，水や塵・空気の

循環が殆ど無い状態を確保 

変状無い限り 
原則不要 

接合部 
耐疲労

性 
方法 3 

球座機構(ボールジョイント)の設置に

より、接合部に生じる活荷重等による相

対変位に伴う二次応力の発生を回避 

変状無い限り 
原則不要 

接合部 防水性 方法 2 
接合部の球座部分は，下図(d)に示す防

水処理を施すことで防水性を確保 
変状無い限り 
原則不要 
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

B-1
依存性のあ
る因子の抽
出

速度依存性(正弦波) 速度依存性(正弦波)

①依存性に
関する定量
的情報

1)定量的依存
性情報
2)依存性情報
のばらつき量
3)当該依存性
に関するコメン
ト

1)
・依存性の評価指標：平均摩擦荷重Pave

※1：平均摩擦荷重Paveは、着目する1ループのエネルギー吸
収量(履歴面積)を摺動変位量で除した値。
※2：基準値P0は、振幅0.8δmax，40mm/sec一定速度の準静

的載荷で得られた平均摩擦荷重。

2)　当該情報無し
3)
図B1より、最大速度100mm/sec以上の範囲で、正
弦波の最大速度に応じて平均摩擦荷重が低下する
最大速度依存性が存在する。

1)依存性情報
の前提条件

①DRF-DPの仕様
・規格値FD：550kN(目標抵抗力F：600kN)
・最大振幅δmax：±250mm
　→試験体数5基，載荷34ケース
②試験条件
・目標振幅と振動数をパラメータとして最大速度を
変化させた正弦波載荷。
・試験体温度：24℃以下（載荷スタート時）
・波形：漸増・漸減付き正弦波（一部の載荷は漸増
無し）
・目標振幅数：2回（平均摩擦荷重は2回目で評価）
・振幅の範囲：±40mm～±240mm
・振動数の範囲：0.01Hz～4.0Hz
・最大速度の範囲：4.0mm/sec～1,510mm/sec

2)根拠資料 有り

摩擦熱によるダイス・ロッド部の膨張(寸法変化)、面
圧・摩擦係数の変化が考えられる。

当該情報無し

各種依存性
に関する情
報

依存性
情報

B-211

減衰効果に影響を及ぼす
／及ぼさないことが判明し
ている依存性因子

着目する依存性因子

②依存性情
報の再現性
が担保でき
る前提条件

③依存性情報の”ばらつき”
の要因として考えられる事
項

④”ばらつき”を含め当該依
存性をE-1の減衰性能情報
に反映させるための補正方
法

速度依存性は正弦波ではなく次のB-212に示す地
震応答波により評価。

正弦波載荷時の最大速度依存性
(平均摩擦荷重Paveと最大速度Vmaxの関係)

分類 依存性因子 依存性の評価指標 記号 依存性の有無

速度

（正弦波）
抵抗力 B-211 有り

速度

（地震応答波）
抵抗力 B-212 有り

温度 抵抗力 B-22 未確認

繰返し振幅回数
抵抗力（*エネル

ギー吸収量）
B-23 無し

繰返し振幅幅 累積塑性変形倍率 B-24 無し

本技術のみ

提示
経年変化 抵抗力 B-2S 有り

各技術

共通着目

分類 依存性因子 依存性の評価指標 記号 依存性の有無

速度

（正弦波）
抵抗力 B-211 B-212による

速度

（地震応答波）
抵抗力 B-212 有り

温度 抵抗力 B-22 無し

繰返し振幅回数 抵抗力 B-23 B-212に含む

繰返し振幅幅 累積塑性変形倍率 B-24 無し

本技術のみ

提示
ʷ ʷ ʷ ʷ

各技術

共通着目
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

速度依存性(地震応答波) 速度依存性(地震応答波)
※速度依存性および繰返し振幅回数依存性（B-
23）を総合的に評価。

①依存性に
関する定量
的情報

1)定量的依存
性情報
2)依存性情報
のばらつき量
3)当該依存性
に関するコメン
ト

1)
・依存性の評価指標：平均摩擦荷重Pave

※1：平均摩擦荷重Paveは、着目する1ループのエネルギー吸
収量(履歴面積)を摺動変位量で除した値。
※2：基準値P0は、振幅0.8δmax,，4.0mm/sec一定速度の準静
的載荷で得られた平均摩擦荷重。

2)
・上図より、地震応答波時の最大速度依存性の評
価値αを中間値として、上限値αupから下限値α
lowまで最大±約10％のばらつき量がある。
3)
・上図の評価値αより、地震応答波の最大速度に
応じて約900mm/secまでは摩擦荷重が右下がりに
低下し、900mm/sec以上で概ね頭打ちとなるような
最大速度依存性が存在する。

1)
・依存性の評価指標：平均減衰力容量
　　P dy(L2) = (1.165 - 0.471 v max)P d0　≧ 0.662 P d0

　　　　　ここに、P dyd(L2)：地震時減衰力

　　　　　　　　　　P d0：規格減衰力

　　　　　　　　　　v max：地震中の最大速度(m/s)

2)
・実験値／計算値の平均：1.00
・実験値／計算値の標準偏差：0.086
3)
設計用地震動に対する地震応答波をダンパーに入
力したときの特性を評価したため、地震波の持つ繰
返し特性が考慮された評価であり、地震波の最大
速度に対する依存性が存在する。

依存性
情報

B-212
各種依存性
に関する情
報

着目する依存性因子

ここで，Vmax：L2地震応答波時の最大速度，

α：L2地震応答時におけるPave/P0の評価値であり，Vmax≧89.5のときα=0.889，

αup：L2地震応答時におけるPave/P0の上限値であり，Vmax≧72.0のときαup=1.000

α low：L2地震応答時におけるPave/P0の下限値であり，Vmax≧105.5のときα low=0.780
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

1)依存性情報
の前提条件

①DRF-DPの仕様
・規格値FD：550kN(目標抵抗力F：600kN)
・最大振幅δmax：±250mm
　→試験体数4基，載荷24ケース
②試験条件
・DRF-DP付き橋梁の動的解析で得られたL2地震
応答波を用いた載荷。
・試験体温度：24℃以下（載荷スタート時）
・波形：L2地震応答波（道示V：I-III-3，II-III-3）
・最大変位の範囲：10mm～209mm
・最大速度の範囲：90mm/sec～1,650mm/sec

道路橋に示されるL2地震動18波と固有振動数と降
伏震度をパラメーターとした橋梁モデル9種をかけ
合わせ、1自由度系の地震応答解析を行った。その
結果得られた162波の地震応答波から応答の大き
い32ケースを実験用の入力変位波形として用い
た。
32ケースの実験結果を整理して、設計用地震時減
衰力容量を定めた。

2)根拠資料 有り 有り
摩擦熱によるダイス・ロッド部の膨張(寸法変化)，面
圧・摩擦係数の変化が考えられる。

摩擦熱の影響で、摩擦材の特性が変化することに
よるものと推定される。すなわち、高速度の場合は
吸収エネルギーに対して放散が少ないため熱の蓄
積が大きく、また，繰返し数の増加に伴い熱が累積
されるものである。

地震応答時の荷重低下を考慮し、力学モデルの抵
抗力値は、目標抵抗力Fに最大速度に応じた低減
係数(αまたはαlow)を乗じた値として設定する。
具体的には、力学モデルの抵抗力値（規格値PD）
は、地震応答時の発現抵抗力が速度依存性により
静的試験時に比べ10%程度低下することを考慮し、
静的試験により得られる特性値に対し10%低い値に
設定する。

上記評価式の下限値を設計値とする。
　P dyd(L2) = (1 - 0.471 v max) P d0　≧ 0.588 P d0

　　　　　ここに、P dyd(L2)：地震時減衰力の設計値

　　　　　　　　　　P d0：規格減衰力

　　　　　　　　　　v max：地震中の最大速度(m/s)

力学モデルに用いる抵抗力値は、上記の設計式か
ら求まる地震時減衰力（上図の緑破線）の内、速度
依存性を考慮して、想定する速度の中で減衰力が
最も小さくなる最大速度時の減衰力値として設定す
る。（これにより、実際に発生する減衰抵抗力は、設
計上で考慮する抵抗力値を下回ることはない。）

温度依存性 温度依存性

未確認 1)定量的依存性情報
①環境温度変化は、摩擦熱による温度変化に比し
て十分小さいため、依存性は無い。

B-212
各種依存性
に関する情
報

依存性
情報

B-22
各種依存性
に関する情
報

②依存性情
報の再現性
が担保でき
る前提条件

③依存性情報の”ばらつき”
の要因として考えられる事
項

④”ばらつき”を含め当該依
存性をE-1の減衰性能情報
に反映させるための補正方
法

着目する依存性因子

①依存性に関する定量的
情報
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

繰返し振幅回数依存性 繰返し振幅回数依存性

①依存性に
関する定量
的情報

1)定量的依存
性情報
2)依存性情報
のばらつき量
3)当該依存性
に関するコメン
ト

1)定量的依存性情報
・依存性の評価指標：エネルギー吸収量E(履歴面
積)

2)　当該情報無し
3)
上図より、設計最大振幅で繰返し回数5回程度まで
エネルギー吸収量の変化は無く、その後は繰返し
回数が増加する毎に徐々にエネルギー吸収量が増
大する。
L2地震応答時に想定されるエネルギー吸収量は繰
返し回数1回程度であるため、力学モデルに反映さ
せるべき繰返し回数依存性は無い。

1)依存性情報
の前提条件

①DRF-DPの仕様
・目標抵抗力F：600kN
・最大振幅δmax：±250mm
→試験体数2基，載荷2ケース
②試験条件（試験体3bについて例示）
・DRF-DPの繰返し耐久性を確認するため、L2地震
応答時に相当する摺動変位量が得られる正弦波を
断続的に多数回繰返し載荷。
・試験体温度：24℃以下（載荷スタート時）
・波形：正弦波（目標振幅5サイクル）
・目標振幅の後に漸減波2サイクル
・目標振幅：±100mm
・振動数：1.0Hz
・最大速度：630mm/sec

2)根拠資料 有り
当該情報無し

設計最大振幅で繰返し回数5回程度までは依存性
なし。（情報掲載不要事項）

依存性
情報

B-23
各種依存性
に関する情
報

着目する依存性因子

②依存性情
報の再現性
が担保でき
る前提条件

③依存性情報の”ばらつき”
の要因として考えられる事
項

④”ばらつき”を含め当該依
存性をE-1の減衰性能情報
に反映させるための補正方
法

B-212に含む

載荷毎のエネルギー吸収量の推移
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

繰返し振幅幅依存性 繰返し振幅幅依存性

1)定量的依存性情報
・依存性の評価指標：累積塑性変形倍率
本技術は金属同士の摩擦により地震時の振動エネ
ルギーを消費する機構であり、材料の塑性化を利
用したエネルギ－消費機構ではないことから、累積
塑性変形は発生せず、したがって当該因子による
依存性は無い。

1)定量的依存性情報
・依存性の評価指標：累積塑性変形倍率
本技術は金属同士の摩擦により地震時の振動エネ
ルギーを消費する機構であり、材料の塑性化を利
用したエネルギ－消費機構ではないことから、累積
塑性変形は発生せず、したがって当該因子による
依存性は無い。

経年変化(複合サイクル腐食促進)

①依存性に
関する定量
的情報

1)定量的依存
性情報
2)依存性情報
のばらつき量
3)当該依存性
に関するコメン
ト

1)
・依存性の評価指標：平均摩擦荷重Pave

2)　当該情報無し
3)
図B5より、複合サイクル腐食促進による経年変化
依存性は存在するが、平均摩擦荷重の変化は＋
10％程度以内。

1)依存性情報
の前提条件

①DRF-DPの仕様
・目標抵抗力F：100kN，最大振幅δmax：±50mm
　→試験体数2基
②試験条件
・複合サイクル促進試験
・800サイクルで暴露10年相当

③荷重確認
・複合サイクル数が80，240，400，800に達したとき
に荷重変化を確認。
・三角波：振幅±30mm，振動数0.0417Hz，速度
5.0mm/sec，2サイクル

2)根拠資料 有り
本因子についての平均摩擦荷重の変化率は10%以
内。
ばらつきに関する情報は無し。

本因子についての平均摩擦荷重の変化率は10%以
内。
モデルへの具体的反映方法としての情報は無し。

B-24
各種依存性
に関する情
報

①依存性に関する定量的
情報

依存性
情報

B-2S
各種依存性
に関する情
報

着目する依存性因子

②依存性情
報の再現性
が担保でき
る前提条件

③依存性情報の”ばらつき”
の要因として考えられる事
項

④”ばらつき”を含め当該依
存性をE-1の減衰性能情報
に反映させるための補正方
法

着目する依存性因子

－
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

1)材料の種別
2)材料の特性
値の名称
3)耐荷性能・
減衰性能への
影響内容
4)規格区分・
規格内容

1)～4) 1)～4)

5)根拠資料 有り 有り

1)材料の種別
2)材料の特性
値の名称
3)耐久性能へ
の影響内容
4)規格区分・
規格内容

1)～4)

※耐久性に関係する外面塗装仕様は、首都高速道路(株)発行
の鋼橋塗装設計施工要領(平成29年8月版)のAS-1(桁端部およ
び狭隘部などの塗装困難部)を標準とする。

1)～4)

5)根拠資料 有り 有り

材料情
報

C-1

材料の機械
的性質・力
学的特性・
化学的特性
に関する情
報

①耐荷性
能、減衰性
能に直接影
響する部分
に使用され
ている材料
の情報

②耐荷性
能、減衰性
能を確保す
るために求
められる耐
久性能に関
係する部分
に使用され
ている材料
の情報

材料の
種別

耐荷性能・減
衰性能に影響
を及ぼす特性

値の種類

耐荷性能．
減衰性能へ
の影響内容

規格区分
規格名
または

規格の内容

摩擦材 摩擦係数 発生減衰力 自主規格
原料および
成形工程
（公開不可）

滑り板 摩擦係数 発生減衰力 JIS規格 JIS G 4305
皿ばね クリープ特性 長期安定性 JIS規格 JIS G 4801

高力ボルト クリープ特性 長期安定性 JIS規格 JIS B 1186

番

号 
部品 
名称 

材料の種類 

耐荷・減衰

性 能 に 影

響 を 及 ぼ

す 特 性 値

の種類 

耐荷・減

衰性能へ

の影響内

容 

規格区

分 
規格の内容 

① ダイス 
クロムモリ

ブデン鋼 
・摩擦係数 
・締付け力 摩 擦 抵 抗

力 の 安 定

に 影 響 す

る。 

JIS 規格 JIS G4052 SCM440H 

② ロッド りん青銅 
・摩擦係数 
・締付け力 

JIS 規格 JIS H3270 C5191B-H 

③ 固形潤滑剤 
二硫化モリ

ブデン 
・摩擦係数 その他 

独自技術のため提示

不可 
( ) (DRF-DP) ( ) pp.8-9 2019.10 

耐荷性能、減衰性能に直接影響する部分に使
用される材料の情報

材料の
種別

耐久性能に
影響を及ぼ
す特性値の

種類

耐久性能へ
の影響内容

規格区分
規格名
または

規格の内容

摩擦材 材料劣化
設計耐久期

間に影響
自主規格

原料および
成形工程
（公開不可）

滑り板 耐腐食性
設計耐久期

間に影響
JIS規格 JIS G 4305

皿ばね

皿ばね部
ボルト

耐腐食性
設計耐久期

間に影響
その他

建設技術審査証明

報告書　第0430号
「タケコート

1000」

鋼材 耐腐食性
設計耐久期

間に影響
その他

鋼道路橋防食便覧

（日本道路協会）

耐久性に関係する部分に使用される外
面塗装の材料規格・区分

材料の

種別 
耐久性能に影響を及

ぼす特性値の種類 
耐久性能への影響内容 規格区分 規格名  

外面 
塗装 

・耐防水性、 
・耐腐食性 

摩擦力の安定性やダンパー

本体の設計耐久期間 
首都高速道路塗装設

計施工要領(H.29 版) 
AS-1 
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

1)減衰性能・
耐荷性能に関
する管理項目
①検査項目
②確認方法
③確認の頻度
④合否判定方
法

2)耐久性能に
関する管理項
目
①検査項目
②確認方法
③確認の頻度
④合否判定方
法

1)トレーサビリ
ティの方法

ミルシートで確認する。 ミルシートおよび材料メーカーの品質証明書で確認
する。

2)品質確認試
験要領書

有り 有り

②C-1で挙
げた材料に
ついて、そ
の品質確保
が適切にな
されているこ
とを追跡・確
認する方法

品質管
理情報

D-1
品質管理に
関する情報

①製品出荷
時に行う品
質管理項目

検査項目 確認方法 確認の頻度 合否判定の方法 

1）塗装検査 
下図に示す測定位置(A～D)毎に 4 点

(1～4)ずつ、計 16 点の塗膜厚を測定 
全数 

塗膜厚が管理誤差

以内であること 

確認の

頻度

摩擦材要素
試験

ロット毎
・摩擦係数が規定の範
囲内であること

・設計値以下であるこ
と．
・規格減衰力の1.15倍
以下であること
・規格減衰力±10%以

内であること

摩擦材材料

摺動開始変位

最大減衰力

平均減衰力容量

品質管理項目 確認方法 合否判定の方法

全数
製品静的載
荷試験

検査項目 確認方法 確認の頻度 合否判定の方法 

1）ストローク 

（移動量）検査 

載荷振幅：最大振幅 S-5.0mm 

載荷速度：任意 
全数 

載荷振幅の範囲内で最大

振幅に到達しないこと 

2）減衰抵抗力 

検査 

載荷振幅：最大振幅 S×80％ 

載荷速度：0.4cm/sec 一定 

入力波形：三角波，2 サイクル  

全数 

減衰抵抗力の検査値と規

格値との差が，規格値の

0%～20%以内に収まる

こと 

確認の

頻度

付着量
磁力式厚さ
試験

全数
・規定量以上であるこ
と

密着性 ハンマ試験 ロット毎 ・JIS基準

外観 目視 全数 ・異常のないこと

範囲 実測 全数
・規定範囲を超えるこ
と

外観
目視（色見
本利用）

全数 ・適当であること

合否判定の方法

リン酸塩処理

溶融亜鉛めっき

品質管理項目 確認方法

・摩擦面の範囲を超え
ていること
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

情報の提示内
容

規格値550kN、最大振幅±250mmの製品の場合 桁端タイプ　規格減衰力1162kN，設計ストローク±
400mmの場合

＜変位－荷重
特性＞
1)解析に用い
る減衰特性の
力学モデル
①力学モデル
②本技術の特
性値の分布
③力学モデル
と特性値の分
布との関係
④等価減衰定
数を用いた力
学モデルと特
性値との比較

ⅰ)力学モデルと静的載荷時の特性値の分布との
関係

ⅱ)力学モデルと地震応答波載荷時の特性値の分
布との関係

　

※正側・負側は個別の評価は行っていない。
※特性値欄の説明
・表中に示す％は、上図の青線（試験値）に対し2)に
示す方法と同様の方法で求めた吸収エネルギーが
等価となる平均減衰力Paveと、2)で求める設計モデ

ルの抵抗力Pdyd（L2)の比、Pave／Pdyd(L2)を示す。

設計に
関する
情報

E-1
減衰特性に
関する情報

①減衰特性
に関する情
報

変

化

点 

力学モデル 特性値 
変化点の定義 変位量 

[mm] 
抵抗力値 

[kN] 
発生し得る抵抗力の 

ばらつき量 

1 1.0 
PD 

（550） 

最大：+20％（660kN） 
最小：0％  （550kN） 
平均：+11％（612.9kN） 
標準偏差：4.4%（26.9kN） 
変動係数：0.04 

滑出し変位点（第 1 折れ点） 

2 
α 

（200） 
PD 

（550） 
α：許容振幅点（最大振幅の 80％） 

3 
α－1.0 
（199） 

0 根拠資料無し 許容振幅点到達後の除荷点 

変

化

点 

力学モデル 特性値 
変化点の定義 変位量 

[mm] 
抵抗力値 

[kN] 
発生し得る抵抗力の 

ばらつき量 

1 1.0 
PD 

（550） 

最大：+10％（605kN） 
最小：-10％（495kN） 
平均：-0.5％（547.3kN） 
標準偏差：5.5%（30.1kN） 
変動係数：0.05 

滑出し変位（第 1 折れ点） 

2 
α 

（200） 
PD 

（550） 
α：許容振幅点（最大振幅の 80％） 

3 
α－1.0 
（199） 

0 根拠資料無し 許容振幅点到達後の除荷時 

-2000

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

-400 -200 0 200 400

抵
抗

力
(k

N
)

変位 (mm)

試験

設計モデル

変化点①

変化点②

変化点①

変化点③

変化点②

変化点③

特性値

変位量 抵抗力値 抵抗力のばらつき

最大：+54%

最小：-1.7%

平均：+19%

変動係数：12%

除荷時
残留変位

①に同じ

-③

δ dyd

=10mm

応答値

②-δ dyd

P dyd(L2)

=652kN

P dyd(L2)

=652kN

0kN

変化点
力学モデル 変化点の

定義

①

②

摺動
開始点

最大変位
最小変位

地震応答波による載荷の例
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

・製品規格として抵抗力値（平均減衰力）の上下限
の設定はしていないが、当該力学モデルはB-212
④の下限値に設定（「2)モデル設定の考え方」参照）
したものであり、実際の抵抗力（平均減衰力）は、地
震時の速度成分に応じて同図に示す分布（いずれ
もモデル値よりも大きい値）をしめす。

＜等価減衰定数を用いた力学モデルと特性値との
比較＞
※減衰特性の抵抗力は、製品試験により得られた
履歴吸収エネルギーに基づき算定しているため、等
価粘性定数に関する＜力学モデル/特性値(試験
値)の下限＞も等価となり、そのばらつきも抵抗力の
ばらつきと同等となる。

前頁の続き

＜変位－荷重
特性＞
1)解析に用い
る減衰特性の
力学モデル
①力学モデル
②本技術の特
性値の分布
③力学モデル
と特性値の分
布との関係
④等価減衰定
数を用いた力
学モデルと特
性値との比較

設計に
関する
情報

E-1
減衰特性に
関する情報

①減衰特性
に関する情
報

項目 
履歴面積 

正側(引張側) 負側(圧縮側) ポテンシ
ャルエネ
ルギー 

等価減衰
定数 荷重 変位 荷重 変位 

⊿W F(UB) UB -F(UB) -UB W hb 
kN・m kN mm kN Mm kN・m  

静的試験の 
特性値 

490.5 612.9 199.7 -612.9 -202.8 123.4 0.63 

力学モデル 438.0 550.0 200.0 -550.0 -200.0 110.0 0.63 

静的試験／ 
力学モデル 

1.12 1.11 1.00 1.11 1.01 1.12 1.00 

※ⅰ)は本製品による静的試験（振幅速度
4mm/sec以下）の特性値、ⅱ)は実際の地震
応答波を用いた本製品による動的試験（振
幅速度1650mm/sec以下）の特性値を示す。
※表は正側（引張側）を示す。負側（圧縮
側）も同じ。
※特性値欄の説明
・全て力学モデルの抵抗力値に対する比
（％）として記載した。（かっこ）内はそ
の実値を示す。
・「最大、最小」は、製品規格として設定
した抵抗力の上限値と下限値を示す。
（力学モデルの抵抗力値は、製品の規格値
PDに設定。製品は、静的載荷試験において、
当該規格値PD(550kN)に対し、100%～
120%(550kN～660kN)、平均値110％（605ｋ
Ｎ程度）の性能（特性値）を製品検査によ
り確保するよう製作。これにより、速度依
存性を考慮した地震応答波載荷時の動的試
験において発現する抵抗力値の平均値レベ
ルとなるよう力学モデルの抵抗力値を設
定。）
・「平均、標準偏差」は、3)項に示す製品本
体の試験結果より得られた抵抗力の平均値、
標準偏差を示す。
・試験結果による「最大、最小」は省略し
た。
＜等価減衰定数を用いた力学モデルと特性
値との比較＞
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

2)モデル設定
の考え方

・摺動開始変位は、試験体11基の平均値(0.76mm)
の小数点以下を切上げた値として設定。
・完全弾塑性型バイリニアモデルとして設定。
・抵抗力値は、製品の規格値PDに設定。
※規格値PDは、地震応答時の発現抵抗力が速度
依存性により静的試験時に比べ10%程度低下する
ことを考慮し、静的試験により得られる特性値に対
し10%低い値に設定。

設計モデルの抵抗力値は、正負それぞれの最大応
答を含む1/2波に対して、完全弾塑性型バイリニア
―モデルに置き換えたときに、エネルギーが試験結
果そのものと等しくなる値とした。
また同抵抗力値は、上記方法で求まるB-212④の
抵抗力の設計式の内、速度依存性を考慮して、想
定する速度の内抵抗力値が最も小さくなる最大速
度時の抵抗力値を使用。
なおB-212④の設計式は、試験により得られたエネ
ルギー吸収量の下限値となるよう設定したものであ
る。

3)特性値の根
拠
①根拠の種別
②根拠の対象
③根拠の内容
④根拠の母数
⑤根拠の条件
⑥モデル適用
条件

・静的載荷時の特性値

・地震応答波載荷時の特性値

設計に
関する
情報

E-1
減衰特性に
関する情報

①減衰特性
に関する情
報

 
項目 変化点の定義 

① 根拠の種別 自社試験結果 

② 根拠の対象 製品本体 

③ 根拠の内容 
L2 地震応答波載荷 （DRF-DP 付き橋梁の動的解析で得られた L2
地震応答波を用いた載荷） 

④ 根拠の母数 ・試験体数：4 体 

⑤ 根拠の条件 

・試験体仕様：規格値 PD：550kN、最大振幅 S：250mm の製品 
・試験体温度：24℃以下（載荷スタート時） 
・入力波形：L2 地震応答波 
・最大速度の範囲：1,650mm/sec 以下 
・最大振幅の範囲：209mm 以下 

⑥ モデル適用条件 
・外気温：－20℃～＋50℃ 
・速度：1,650mm/sec 以下 

 
項目 変化点の定義 

① 根拠の種別 自社試験結果 

② 根拠の対象 製品本体 

③ 根拠の内容 静的正負交番載荷、 

④ 根拠の母数 ・試験体数：11 体 

⑤ 根拠の条件 

・試験体仕様：規格値 PD：550kN、最大振幅 S：250mm の製品 
・試験体温度：24℃以下（載荷スタート時） 
・入力波形：三角波（一定速度） 
・載荷速度：4.0mm/sec 
・載荷振幅：±200mm（本製品の場合 200mm 以下） 
・繰返し数：2 サイクル（2 サイクル目の抵抗力を評価） 
・抵抗力値の算出：2 サイクル目の履歴面積 W をダンパー滑り量

Σδで除した平均摩擦荷重 Pave（Pave＝W／Σδ） 

⑥ モデル適用条件 
・外気温：－20℃～＋50℃ 
・速度：4.0mm/sec 以下 

①根拠の種類 自社試験結果

②根拠の対象 製品本体

③根拠の内容 動的地震応答波載荷試験

④根拠の母数 1試験体，32試験

⑤根拠の条件

・ダンパー：規格減衰力1162kN，ストローク±400mm
・外気温：常温（温度影響なし）
・地震応答波：
　　地震動：H14道示　L2-タイプⅠ，Ⅱ
　　地盤種別：Ⅰ～Ⅲ種
　　波形：各3波形
　　橋脚固有周期：0.7，1.0，1.5Hz
　　橋脚降伏震度：0.3，0.5，0.8
　　ダンパー減衰力容量：上部構造重量の0.1倍

⑥モデル適用条件
・外気温：限定無し（別途低温試験実施）
・載荷速度：限定無し

履歴吸収エネル
ギー：E=∫Pdd

減衰力
Ｐ

変位
dd1 d2

履歴

面積が等価な
平行四辺形

ddy

平均減衰力Pave

ddy
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

4)特性値の分
布程度
①平均値
②標準偏差
③変動係数

・静的載荷時の特性値

・地震応答波載荷時の特性値

・地震時減衰力の設計値に対する試験値のばらつ
き（試験値/設計値）；
　　平均値　1.19、標準偏差 0.12
・摺動開始変位；
　　　　0～設計値
　　　（製品では設計値以下になるように管理）

5)力学モデル
への依存性因
子の影響の反
映方法
①依存性因子
②モデルへの
反映方法

設計に
関する
情報

E-1
減衰特性に
関する情報

①減衰特性
に関する情
報

変

化

点 

特性値 

変化点の定義 変位量 
[mm] 

抵抗力値 [kN] 

平均値 標準偏差 変動係数 

1 0.76 612.9 26.9 0.04 摺動開始点（第 1 折れ点） 

2 200 612.9 26.9 0.04 許容振幅点（最大振幅の 80%） 

3 199.24 0 － － 許容振幅点達後の除荷点 

変

化

点 

特性値 

変化点の定義 変位量 
[mm] 

抵抗力値 [kN] 

平均値 標準偏差 変動係数 

1 0.76 547.3 30.1 0.05 摺動開始点（第 1 折れ点） 

2 200 547.3 30.1 0.05 許容振幅点（最大振幅の 80%） 

3 199.24 0 － － 許容振幅点到達後の除荷点 

記号 依存性因子 力学モデルへの反映方法

B-211 速度（正弦波）

最大速度100mm/sec以上の範囲で、正弦波の最大速度に応じ

て平均摩擦荷重が低下する最大速度依存性が存在する。

モデルへの具体的反映方法としては次のB-212に示す地震応

答波の方法による。

B-212 速度（地震応答波）

力学モデルの抵抗力値（規格値PD）は、地震応答時の発現

抵抗力が速度依存性により静的試験時に比べ10%程度低下す

ることを考慮し、静的試験により得られる特性値に対し10%

低い値に設定する。

B-22 温度
依存性の有無について未確認。

B-23 繰返し振幅回数
設計最大振幅で繰返し回数5回程度までは依存性なし。

モデルへの反映不要。

B-24 繰返し振幅幅
依存性なし。

モデルへの反映不要。

B-2S 経年変化
本因子についての平均摩擦荷重の変化率は10%以内。

モデルへの具体的反映方法としての情報は無し。

記号 依存性因子 力学モデルへの反映方法

B-211 速度（正弦波）
速度依存性のモデルへの反映方法は次のB-212に示す地震応答波

の方法による。

B-212 速度（地震応答波）

力学モデルに用いる抵抗力値は、速度依存性の設計式から求まる

地震時減衰力の内、想定する速度の中で減衰力が最も小さくなる

最大速度時の減衰力値として設定する。（これにより、実際に発

生する減衰抵抗力は、設計上で考慮する抵抗力値を下回ることは

ない。）

B-22 温度
依存性なし。

モデルへの反映不要。

B-23 繰返し振幅回数
B-212の速度依存性の影響の反映方法により同時に影響を反映。

B-24 繰返し振幅幅
依存性なし。

モデルへの反映不要。
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

力学モデルを
定義する部材
としての範囲

【トラスタイプ】
長さ0のダンパー要素（ばね要素）としてモデル化す
ることを前提として、ダンパー摺動部をモデル化。
※フレーム部は斜材母材と同様の梁部材として別途モデル化す
る必要あり。

【桁端タイプ】
クレビスを含むダンパー本体部両端
※取付部について、その変形を考慮する必要があれば、橋梁設
計者が別途モデル化する必要あり。

根拠資料 有り 有り

設計に
関する
情報

E-1
減衰特性に
関する情報

①減衰特性
に関する情
報

※β1，β2：変位ʷ抵抗力を定義する際の変位の起点
図E2 変位－抵抗力曲線定義の際の変位の起点の図示

(フレーム部)

(摺動部)
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

E-1
減衰特性に
関する情報

Ａ-1②4)により、意図しない方向の抵抗力は発生し
ないため、減衰特性への影響はない。

【トラスタイプ】
フレーム内に斜材としてダンパー設置し、1/100の
面外変位を与えた状態において、フレームの面内
載荷試験を行った。その結果、面外変位が面内方
向の挙動に与える影響がほとんどないことを確認し
た。

【桁端タイプ】
クレビスに球面軸受けを用いることで、意図しない
抵抗力は発生しない。
※球面軸受けの許容回転角はMx方向：±10°、My
方向：±5°が標準であるが、単品生産ゆえ調整も
可能。

E-2
取付け部の
設計に関す
る情報

・図１に示すMｙ方向およびMz方向の許容回転角±
15°以内での適用を条件とする
・上記の力学モデルには、接合部変位(片側±
1.0mm程度)が含まれていないことに留意する。
・取付部の設計作用力は、DRF-DPの規格値PDに
対し、当該製品が発現し得る抵抗力の最大値20％
を考慮して、規格値PDの1.5倍以上とする。

【トラスタイプ】
・特になし
【桁端タイプ】
・取付部には、次式に示す設計最大減衰力P dyd(max)

が発生するとして設計する。
　　P dyd(max) = 1.15 P d0

　　　ここに、P d0　：規格減衰力

・可動支承と組み合わせて用いる際は、温度変化
等の影響による常時の抵抗力に対しても設計しな
ければならない。
・取付部は、減衰力方向軸力以外に、ダンパー自重
に対する鉛直方向せん断力に対しても設計しなけ
ればならない。
・斜橋においてダンパーを橋軸方向に取付ける場
合のようにダンパー軸と取付面が直交しない場合
は、クレビスに曲げモーメントおよびせん断力が生
じるため、取付角度に応じて設計されたクレビスを
用いることが前提である。

1)施工上の留
意事項、条件
等

・所定の摩擦荷重を与えないと伸縮（摺動）しないた
め、現場据え付けの際には、あらかじめ実際の取
付け間距離を計測し長さ調整を行った上での現地
搬入が必要となる。

・適切な吊り上げ方法により楊重すること。
・ダンパー上下面について、定められた方向とする
こと。
・ダンパー取り付けボルト締め付け順序について、
定められた順序とすること。
・塗装等の補修方法について注意のこと。
・滑り板への油付着の禁止。
・皿ばねボルトの回転禁止。

2)部材取付
け・交換要領
書

有り 有り

施工に
関する
情報

F-1
施工方法に
関する情報

②意図しない方向の抵抗力
が及ぼす影響に関する情報

①取付け部の設計上の制
約条件や留意事項

①施工上の
留意事項、
施工上の条
件等

設計に
関する
情報
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

1)点検時の着
目箇所
2)点検時の確
認事項
3)点検時の確
認方法

1)～3) 1)～3)

トラスタイプの場合、クレビスは該当しない。

4)製品点検要
領書

有り 有り

②地震発生
後に本製品
の健全性を
把握するた
めの方法

1)点検時の着
目箇所
2)点検時の確
認事項
3)点検時の確
認方法

1)～3) ①のほか、中立状態からの変形を調査。

1)減衰性能低
下の診断方法
2)減衰性能に
係わる耐久性
低下の診断方
法

1)
・ダンパー部の移動可能量が確保できているか、現
地測定で診断。
・ピン接合部の回転機能を妨げる傾き等の異常が
ないか、現地測定で診断。
・抵抗力に明らかな異常が無いか、押しねじ機構を
利用した現地載荷で診断。
2)
・浮錆、赤錆の著しい発生が無いか、目視で診断。

1),2)
設計変位分の移動量が確保できない残留変位
塗装劣化，腐食
本体・クレビスの過度な変形・腐食
面圧ボルトの緩み
皿ばねの割れ・破損
滑り板の過度な腐食・表面変状
取付け部ボルトの緩み・破断
土砂やごみの過度な堆積

3)根拠資料 有り 無し

維持管
理に関
する情

報

①本製品の
健全性を把
握するため
の方法

③性能低下
の有無等を
供用中に判
断できる確
認方法（診
断方法）

G-1
点検・診断
に関する情
報

本製品の健全性を把握するための方法
（初期点検、日常点検、定期点検）

点検種別 点検内容 
点検着目箇所と 

確認項目 
点検方法 

点検頻度 
の目安 

初期点検 

竣工時及び再設置後

に，以降の点検時に必

要な初期値を測定する

ものとする。 

○点検着目箇所 
・ダンパー部 
・ピン接合部 
・ゴムカバー 
・ダンパー取付部 
・周辺部の状況 
 
○確認項目 
・ダンパー部に異常な

傷，変形が無いか。 
・移動可能量が確保され

ているか。 
・浮錆，赤錆等の著しい

発生が無いか。 
・ピン結合部の回転機能

を妨げる傾き等の異常が

無いか。 
・ゴムカバーに異常な

傷，破れ，変形が無いか。 
・取付ボルト等のゆる

み，脱落が無いか。 

目視・測定 
竣工時 
または 
設置後 

日常点検 
(高架下

徒歩点

検) 

高架下を徒歩で巡回

し，徒歩目視，双眼鏡等

で確認できる範囲での

点検により DRF-DP の

損傷等の状況を把握

し，異常の早期発見と

危険の防止を図る。 

目視 

・第三者被害

の想定される

箇所：2 回/年 
 

・その他の箇

所：1 回/2 年 

定期点検 
(接近点

検) 

接近目視による DRF-
DP の損傷等の状況を

定期的に把握する。 
あわせて，計測機器に

よる測定を行い、DRF-
DP の詳細な変状等の

有無を確認する。 

目視・測定 1 回/5 年 

( ) (DRF-DP) (DRF-SB) ( ) 2017.3 

点検種別 点検内容 
点検着目箇所と 

確認項目 
点検方法 

点検頻度 
の目安 

臨時点検 
(異常時

点検) 

地震，その他異常事態

発生時に部材の変状や

損傷が予想される場合

に臨時に行う。 

表 G1①に示す定期点検

と同じ 
目視・測定 

地震時(震度 5
弱以上)，火災

時に，必要に

応じて実施 

地震発生後に本製品の健全性を把握するための方法
（臨時点検）

着目箇
所

確認項目 変状パターン 確認方法

塗装 塗装劣化，腐食 目視

添接部 ボルトの緩み 打音
形状 変形・破損 目視

クレビスピン 錆付き 目視

面圧ボルト 緩み
目視（アイ
マーク）

皿バネ 割れ・破損 目視
塗膜 劣化，はがれ 目視
腐食 腐食 目視
表面 変状 目視

簡易カ

バー
簡易カバー 変状 目視

塗装劣化，腐食 目視
ボルトの緩み 打音

上下部構造
躯体

変形・破損 目視

充填モルタ

ル，ライナー

プレート

欠落 目視

上部構造から

の漏水
漏水 目視

倒木・動植物

の影響

植物の接触，動物

の生息
目視

ごみ，土砂 堆積 目視

本体，ク
レビス

取付部

周辺状

況

ボルト

面圧ボ

ルト，

皿バネ

滑り板
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テーマ設定型（技術公募）

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー 橋梁用ブレーキダンパー

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 摩擦型

技術名称

①定期的維
持行為

1)定期的な維
持行為事項・
部品
2)交換等維持
行為の時期

1)
・事項：ピン接合部の潤滑剤の充填、ゴムカバーの
交換，塗装補修。
2)
・時期：5年毎の定期点検にて維持行為が必要と判
断された時。

1),2)
部品の定期的交換等は基本的には不要。
ただし、ダンパー本体が重防食塗装の場合は、必
要に応じて塗装の補修や塗替えを行う。

ダイス、ロッド ダンパーの可動範囲内の場合は、地震後において
も継続使用が可能。　ただし、残留変位によって耐
震性が確保できないと判断された場合は、変位位
置を修正する必要がある。
ダンパーの可動範囲を超えた場合は、ダンパーを
取外し、分解後に必要な部品を交換し、再設置す
る。

1)減衰性能に
大きく影響す
るその他事項
や情報

無し 無し

2)根拠資料 無し 無し

維持管
理に関
する情

報

②地震発生後の手入れや
交換が必要となる部品

①設定した
項目に応じ
た特性値へ
の影響量等

G-2
維持修繕に
関する情報

その他 H-1
その他の留
意事項
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